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関する研究が実施されている．Table 2.2.1 に既往研究の特徴を整理する． 
Thien らは(2)重回帰分析,需要-供給モデル，時系列解析を用いて海上荷動き量と船腹量を基
にバルクキャリア市場の運賃市況を予測する手法を提案した．Luo らは(3)，コンテナサービ
スの需要とコンテナ船の船腹量を基に，周期的に変動する市場の予測に有効な cobweb モデル(4) 
を用いてコンテナ市場の運賃を予測する手法を提案した．Wang らは(5)システムダイナミクス









この研究では Fig.2.1.1 の中の (a)海上荷動き量，(b)新造船の発注，(c) 建造を対象としている． 
 Taylor らは(8)船舶の傭船料が発注量に与える影響を考慮し，造船市場の急激な発注量や竣




全体をモデル化し，市場の循環を考慮している．そのため Fig.2.1.1 の中の (a)海上荷動き
量，(b)新造船の発注，(c) 建造，(d)廃船に位置付けられる．(Taylor，Lee,の研究は(b)新造船
の発注，(c) 建造，(d) 廃船を対象としている) 
 上述に示したように海運・造船業は全体として複雑なシステムを構成しており，船舶の
需要の長期的な予測のためには Fig.2.1.1 に示す市場を構成する要素をすべて考慮する必要
がある．このような総合的な観点からの研究は，Taylor(8) ，海事産業研究所 SD 研究会(9)
が先駆けて研究を実施している．しかしその研究の蓄積は少なく，研究された年代が 1970
年代と古いため，最新の市場データを用いていない．比較的最新の研究では Lee ら(10)が 2004
年に実施した研究があるが，それも 2016 年現在で 12 年前と比較的古い研究と位置付けら 
れる． 




Table 2.2.1 船舶の需要予測に関する既往研究 
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Table 2.2.1 船舶の需要予測に関する既往研究 (続き) 
著者 
 
船種 予測手法 研究目的 対象市場 
(Fig.2.1.1) 
和田(11)， 

















 (c) & (d) 
 












(a), (b),  

































































 2.2.3 既往研究の課題と本研究の位置付け 
 以上のレビューを基に，既往研究の特徴と課題を整理する． 
 
(1) 中長期的な船舶の需要予測を実施するには Fig.2.1.1 に示す海運・造船市場の要素を考




(2) 海運・造船市場全体をモデル化し，市場の循環を考慮した研究は Taylor (8)，海事産業研
究所 SD 研究会(9)，Lee(10)らが研究を実施している．しかしその研究の蓄積は少なく，
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Table 3.1.1 船舶需要予測モデルへの要求項目 (続き) 





























































Forrester 教授により創案された．SD はインダストリアルダイナミクス，(Industrial 
Dynamics)とも呼ばれる．システムダイナミクスの定義として，創案者の Forrester教授は
















は 1985 年に Bary Richmond により開発された．SD に依拠したシミュレーションモデル
をビジュアルプログラミングで構築・実行するソフトウェアである．モデル構成をビジュ
アルに進められるため判りやすいので近年普及しつつある． 












フロ （ーレイト：Flow Rates）：単位期間内あたりのストック間の変化量がフローである． 
 
 
















































(a) 正のフィードバック (b) 負のフィードバック
(c) 統合した因果ループ図
 
Fig. 3.4.4 因果ループ図 





に対する制約について見通しを得るため，MITの Dennis L. Meadows博士らにその解析を









また近年では，MITの Stermanらにより SDはさらなる発展を遂げている． Sterman ら
は(15)，SD を用いて全世界の炭素循環とヒートバランスをモデル化し，将来の CO2濃度と
地球全体の表面温度の推移を予測した． Oliva らは(16)，e-businesses (所謂，electronic 








Fig. 3.4.5 世界モデル(成長の限界) 
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4.1 船舶需要予測用 SD モデルの概要 
4.1.1対象船舶と対象貨物 
 Fig.4.1.1は，世界の海上に荷動き量の総量を示した図である．図に示すように，海上荷動








 本研究では Table 4.1.1に示すデータを用いて，需要予測モデルを開発する．その詳細を以
下に示す． 
 
(1) 世界 GDP： 
世界 GDP とは全世界の GDP を平均した経済的指標である．単位は USDで記録されて 
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Fig.4.1.2 世界 GDP の月別データへの変換 
 
いる．本研究では，世界銀行の年別データ(2)を OECD(3)の 4半期別データ傾向を基に補


























































































































































































































2003 2006 2009 月  
Fig.4.1.3 貨物輸送量の月別データへの変換 










































































※1 という Clarkson 社が定義する値を用いる．これらはすべて Clarkson 社が提供する
Shipping Intelligence Network (5)を用いて入手した．これらはすべて月別データとして保
存されているため，そのまま用いる． 
(※１：indexとは 1988年１月の船価の平均値を 100として換算した指標である) 
 
第 4章 モデル開発 
 
 31 
Table 4.1.1 本研究で利用するデータ 
 
 


























(1)  世界 GDP 
World bank(2) 
OECD(3) 
USD 年 線形補間 
2003 年  – 
2010年 
(2)-1 海上荷動き量 造船工業会資料(4) Tons 年 線形補間 
2003 年  – 
2010年 
(2)-2 貨物輸送距離 造船工業会資料(4) Mile 年 線形補間 
 
2000 年  – 
2012 年 
(3)-1発注量, 手持工 
  事量, 竣工量,  




DWT 月 - 
モデルによ
る 
(3)-2  船価 
Clarkson Shipping  
Intelligence 
Network(5) 
Index 月 - 
1996 年 ― 
2011年 








































(1)世界 GDP (USD)：2003年-2010年 
(2)貨物輸送量 (tons)：2003年-2010年 
             
              )( tt GfVC                    (4-1)  
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        ここに VCt：トンベースの貨物輸送量(tons) 
         Gt：世界 GDP(USD) 












y = 1.6×10-5x - 6.9×106
y = 8.7×10-5x + 2.5×107
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                   )(  ttt TDVCVCtm                      (4-2) 
 
 ここに VCt：トンベースの貨物輸送量(tons) 
               VCtm：トンマイルベースの海上荷動き量(tons×mile) 
            TDt：貨物輸送距離(mile) 






































































 発注量の計算の流れを以下と Fig. 4.3.2に示す． 
Step1：貨物輸送量予測モデルにて算出されたトンマイルベースの海上荷動き量とバルクキ
ャリアの現有船腹量から，船舶航海距離(Ship running distance)という値を算出する．そして





















V C t m
E                    (4-3) 
 
                        ttt VEfO  )(                      (4-4) 
 
 
        ここに， Et：船舶航海距離(mile) 
                         VCtmt：海上荷動き量(tons×mile) 
                  Vt：バルクキャリアの現有船腹量(DWT) 
             Ot：バルクキャリアの発注量(DWT) 
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y = 1.3×10-5x - 2.0×10-2
























 船価の減少と発注の上昇の間には 7ヶ月の時間遅れが伴う． 































    
　　ttt VTfOp   )( 7            (4-5) 
 
 
        ここに， Opt：発注量の補正量(DWT) 
                Tt：船価の連続減少値(DWT) 
                  Vt：バルクキャリアの現有船腹量(DWT) 
             t ：シミュレーション内部時間(month) 
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The band of consecutive ship price decrease T (index)
Correction Factor 
f(Tt-7)(-)
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Fig.4.3.6 手持工事率と発注量の関係 














Bl                                   (4-6) 
                                                       
)()( ０　  tttt OgVBlfOg             (4-7) 
 
        ここに， Blt：手持工事率(-) 
                Obt：手持工事量(DWT) 
                  Cpt：造船所の建造能力(DWT) 
             Ogt：発注量の補正値(DWT)  
             Vt：バルクキャリアの現有船腹量(DWT) 
              t ：シミュレーション内部時間(month) 
 
The backlog of the shipyards S (years)
Correction Factor 
f(St)(-)
















                          1 tttt OgOpOOr                      (4-8)      
 
        ここに， Ort：補正後の発注量(DWT)  
                Ot：船舶航海距離によって算出した発注量(DWT)  
                  Opt：船価よる発注量の補正値(DWT)  
             Ogt：手持工事率による発注量の補正値(DWT)  
             t ：シミュレーション内部時間(month) 
 
 発注量予測モデルの構築には以下のデータを用いた． 
(1) 海上荷動き量(tons × mile): 貨物輸送量(tons)と貨物輸送距離(mile)の実績データを用いた計
算結果を利用した：1996 年-2012 年 
(2) 船腹量(DWT)： 1996 年-2012 年 
(3) 発注量(DWT)： 1996 年-2012 年 
(4) 船価(index)： 1996年-2012年 
(5) 手持工事量(DWT)： 1996年-2012年 































1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011
手持工事量
竣工量









手持工事量の算出には(4-9)式，竣工量の算出に関しては (4-10) 式と Fig.4.4.2，建造能力
の算出に関しては (4-11) 式と Fig.4.4.2を用いる． 
 
                   tttt COrObOb 1                               (4-9) 
 
)( 9 tt ObfC                                     (4-10) 
 
 )( 21 tt ObfCp                                    (4-11) 
 
        ここに， Obt：手持工事量(DWT)  
             Ort：発注量(DWT)  
                Ct：竣工量(DWT) 
                Cpt：建造能力(DWT) 





























(Expansion of construction capacity)



































   具体的には以下の手順で竣工量を計算する． 
(1) 手持工事量が A1にある場合，(a)の線形関係により竣工量は B1に決定される．建造能
力は関しては，シミュレーション開始時の設定を維持する．算出した竣工量は，9 ヶ月
後に船腹量に追加される． 
(2) 手持工事量が A2の場合, 手持工事量が建造能力の上限に達するため，竣工量は一定と
なり，図の B2となる．この時は(b)の関係を用いる．算出した竣工量は，算出した 9ヶ
月後に船腹量に追加される． 
(3) 手持工事量が A3 の場合，船舶の竣工量は(c)の関係に計算され，竣工量は B3 となる．
算出した竣工量は，算出した 9ヶ月後に船腹量に追加される． 
 
 また，実績値の相関分析( (4-12) 式)により，建造期間と能力拡張期間を特定した．その結
果を Fig.4.4.3 に示す．この結果に示すように，通常期では手持工事量と竣工量の間に 9 ヶ
月の時間遅れを取った場合，相関係数は最大(0.960(-))となる．この結果より，建造期間を 9
ヶ月とした．能力拡張期間では 30 ヶ月の時間遅れを取った場合，相関係数は最大(0.961(-))




(1) 手持工事量 (DWT)： 1996年-2013年 
(2) 竣工量 (DWT) ：1996年-2013年 
 
























  (4-12) 
                      ここに R：相関係数 
                        x：手持工事量 (DWT) 




























        )( tt BlfSp                              (4-13) 
 
        ここに， Spt：船価(index)  
             Blt：手持工事率(-)  
             t ：シミュレーション内部時間 (month) 
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Fig. 4.5.1 船価予測モデル (本研究の提案モデル) 
 
 
Fig. 4.5.2 船価予測モデル (長塚らの提案モデル)(8) 
 
船価予測モデルの構築には以下のデータを利用した． 
(1) 手持工事量 (DWT)： 1996年-2011年 
(2) 船舶の建造能力(DWT) ： 1996年-2011年 
(3) 船価 (index) ：1996年-2011年 
 
 



























































量を算出する．(4-14)式と Fig.4.6.3を利用して，全体の廃船量を決定する．  
 
                           ttt VEfDs  )(                            (4-14) 
 
        ここに， Dst：船舶航海距離によって算出された廃船量(DWT)  
             Et：船舶航海距離(mile)  
                Vt：バルクキャリアの船腹量 DWT) 
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                )( 17 tt OcfDo                  (4-15) 
 
        ここに， Dot：廃船量の補正値(DWT)  
             Oct：発注量の連続増減値(DWT)  
             t ：シミュレーション内部時間(month) 
 
   ttt DoDsD                                 (4-16) 
                        tttt DCVV 1                              (4-17)   
 
        ここに， Dt：補正した廃船量(DWT)  
             Dst：船舶航海距離によって算出された廃船量(DWT)  
             Dot：廃船量の補正値(DWT)  
             Vt：バルクキャリアの船腹量 DWT)  
             Ct：バルクキャリアの竣工量(DWT)  
             t ：シミュレーション内部時間(month) 
 
廃船モデルの構築には以下のデータを利用した 
(1) 廃船量(DWT)：1999 年-2012年 
(2) 船舶航海距離(mile): 貨物輸送量(ton)と貨物輸送距離(mile)の実績データを用いた計算結果
を利用した：1999年-2012年 
(3) 発注量(DWT)：1999 年-2012 
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Table 4.7.1 Sub-model検証用データ 
 モデル名 入力値(実績データ) : 1999/1 – 2012/4  Output 
(A)貨物量予測モデル 





(1) 船舶航海距離(mile)  (4) 船価 (Index) 




入力値(期間) : 1999/1 – 2012/4  
(1) 手持工事量 (DWT) 
初期値: 1999/1  
(2) 建造能力: 2.09×10
6
   (DWT) 
(3) 建造中の船腹量: 1.11×10
7 
  (DWT) 
竣工量(DWT) 
(D) 船価予測モデル 




(1) 船舶航海距離(mile)     (3) 発注量 (DWT)  
(2) 船腹量 (DWT)  
廃船量(DWT) 
   
 Fig.4.7.1，Fig.4.7.2 に再現性を確認した結果を示す．海上荷動き量に関しては，年々の増
加傾向を再現できている．発注量に関しては，2007年から 2009年の海上荷動きの活発化に













































































 入力値：1999 /1 -2012/9 
(1) 世界 GDP (actual data)  
(2) 貨物輸送距離(actual data) 
 初期値：1999 /1  
(1) 船腹量 2.64×108     (DWT) 
(2) 手持工事量: 2.41×107     (DWT) 
(3) 建造能力: 2.09×106     (DWT) 
(4) 建造中の船舶: 1.11×107    (DWT) 
 





どの程度実績傾向を再現しているかを確認した．その結果を Fig. 4.7.5 -Fig. 4.7.6，Table 4.7.2























Fig. 4.7.3 発注量(左)，竣工量(右)の予測結果 (全体 modelでの検証) 
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していない影響だと考えられる．また Fig. 4.7.7- Fig. 4.7.8 に示すように，実績値の移動平均
期間を取った場合は実績値の短期的な変動が平均された影響により，変動が少なくなる．























































Fig. 4.7.5 発注量(左)，竣工量(右)の予測結果の相関分析 (全体 modelでの検証) 
 
 

































Moving Average(month)  
Fig. 4.7.6 船価(上)，廃船量(左下)，船腹量(右下) の予測結果の相関分析 
 (全体 modelでの検証) 
 
Table 4.7.2 相関係数が最大となる実績値の移動平均期間 
対称 発注量 竣工量 船価 廃船量 船腹量 
相関係数が最大と
なる移動平均期間 











1999 2002 2005 2008 2011
Simulation result






year year  
Fig. 4.7.7 発注量(左)，竣工量(右)の予測結果 





























Actual result considering  
moving average
 























































































(9)(11)( Taylor (9)，Lee (11))でも，考慮されていない． 
 
 
4.7.4 船舶需要予測用 SD モデルの性能検証 
上述の 4.7.2 項では，世界 GDP，貨物輸送距離の実績値を入力し，構築した船舶需要予測用
SD モデルが発注量，竣工量等の傾向を再現できることを確認した．本項では，世界 GDP，貨物
輸送距離が分からない(予測値・推定値)という条件を用いて，構築した船舶需要予測用 SD モデ
ルがどの程度予測できるか検証する．Table 4.7.3 に入力データを示す．世界 GDP は IMF の予測
結果を基に設定した(12)(13)(14)．この IMF の世界 GDP の予測では６年の予測値が記載されている
ため，シミュレーション期間を６年間と設定した．貨物輸送距離は，過去の実績値の推移を基に
設定している．シミュレーションケースは，①2003年/1－2008年/12，②2004 年/1－2009 年/12，
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船腹量 (DWT) 2.95×108   3.02×108      3.22×108      
手持工事量 (DWT) 3.19×107     5.58×107      6.87×107      
建造能力 (DWT) 2.09×106     2.09×106      2.09×106      

































 Fig. 4.7.12 貨物輸送距離の入力値 
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4.8  船舶サイズ別の需要予測 








(1) 貨物輸送量予測モデルを用いて，海上荷動き量(tons×mile)を計算する．(Fig. 4.8.1 (A,(1))). 
(2) サイズ毎の船腹量を総和することで，Total の船腹量を算出する．その後，船舶航海距離
をその Total の船腹量を用いて計算する．(Fig. 4.8.1 (A,(2))).  
(3) 発注量予測モデルを用いて発注量の総量を計算する．その後，発注量配分モデルを用い
てサイズ別の発注量を計算する(Fig. 4.8.1 (A,(3))). 
(4) 船舶サイズ別の建造モデル，廃船モデルを用いて，サイズ別の竣工量，廃船量を算出す
る．建造モデル，廃船モデルの構築方法は，上述の 4.4，4.6 節と同様である．(Fig. 
4.8.1A,(4))).  
 









Capesize: 100,000 DWT and over; 
Panamax: 65,000–100,000 DWT; 
Handymax: 40,000–65,000 DWT; 
Handysize: 10,000–40,000 DWT. 
(Definition on September 12th, 2015.)

















































































Fig. 4.8.1 船舶サイズ別の需要予測の基本方針 
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Fig. 4.8.2   発注量配分モデル 
 










海距離が減少した場合，Capesize（例えば，300,000DWT 以上 Ore Carrier）の船舶は港湾の入港
制限等の制約により，様々な荷主のニーズに対応することが難しい．そのため，比較的使い勝手
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             )(),,,( ttttt OrfOhOhmOpmOc                         (4-18) 
 
        ここに， Ort：船価，手持工事量によって補正された Totalの発注量(DWT)  
            Oct：Capesizeの発注量(DWT)  
            Opmt：Panamaxの発注量(DWT)  
             Ohmt：Handymax の発注量(DWT)  
            Oht：Handysize の発注量(DWT)  





(2) 船腹量(DWT)： 1996 年-2012 年 






た．その結果を Fig.4.8.4，Table 4.8.1に示す．これらに示すように建造期間は，Capeisze は
8ヶ月，Panamaxは 11ヶ月，Handymax は 9ヶ月，Handysize は 7ヶ月という結果となった．
能力拡張期間は，Capeiszeは 19ヶ月，Panamaxは 26 ヶ月，Handymax は 23ヶ月，Handysize
は 21 ヶ月という結果となった．この結果より，Capesize の建造期間，能力拡張期間が他の
サイズに比べて，比較的短いことが分かる．これは，モデル構築に利用したデータ期間が
1996年-2013年と Capesize の需要が大きくなった期間である．その影響により，Capesize の
建造期間が短くなった可能性がある．また，Capesize を建造可能な造船所は設備的，人的な
リソースが豊富であることが考えられ，その影響により建造期間が短くなっていると考え
られる．   
 
船舶サイズ別の建造モデルの構築には以下のデータを利用した． 
(1) 手持工事量 (DWT)： 1996年-2013年 
(2) 竣工量 (DWT) ：1996年-2013年 
 







(Expansion of construction capacity)
(Ordinary condition, Full Operation, Decrease in orders)
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Fig. 4.8.4 建造期間，能力拡張期間の特定(船舶サイズ別) 
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Table.4.8.1  船舶サイズ別の建造モデルの建造期間，能力拡張期間 
 Capeisze Panamax Handymax Handysize 
建造期間 8 ヶ月 11 ヶ月 9 ヶ月 7 ヶ月 















に示す．これらの結果に示すように，Capesize では 17 ヶ月，Panamaxでは 18ヶ月， Handymax












































Ship running distance (mile)
Ship running distance (mile) Ship running distance (mile)
 
Fig. 4.8.5  船舶サイズ別の廃船モデル 


















Fig. 4.8.6  発注量の連続増減値の時間遅れ（相関分析の結果） 
 
Table.4.8.2 発注量の連続増減値の時間遅れ 
 Capesize Panamax Handymax Handysize 
時間遅れ 17 ヶ月 18 ヶ月 17 ヶ月 19 ヶ月 
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Fig. 4.8.7 発注量の連続増減値と廃船量の補正値の関係 (船舶サイズ別) 
 




(1) 廃船量(DWT)：1999 年-2012年 
(2) 船舶航海距離(mile): 貨物輸送量(tons)と貨物輸送距離(mile)の実績データを用いた計算結
果を利用した：1999 年-2012 年 






 入力値：1999 /1 -2012/9 
(1) 世界 GDP (actual data)  
(2) 貨物輸送距離(actual data) 
 初期値：1999 /1  
(1) 船腹量 2.64×108     (DWT) 
(2) 手持工事量: 2.41×107     (DWT) 
(3) 建造能力: 2.09×106     (DWT) 














































Order (DWT×106) Order (DWT×106)
(a) Capesize (b) Panamax
(c) Handymax (d) Handysize
Simulation result Actual result without moving average
Moving average of actual result
( Maximum correlation coefficient )
 


































(a) Capesize (b) Panamax
(c) Handymax (d) Handysize
Simulation result Actual result without moving average
Moving average of actual result
( Maximum correlation coefficient )
 
Fig. 4.8.9 船舶サイズ別の竣工量の予測結果 
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Fig. 4.8.11 発注量の相関分析 (船舶サイズ別の検証) 
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Fig. 4.8.13 廃船量の相関分析 (船舶サイズ別の検証) 
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Table.4.8.3 発注量，竣工量，廃船量の相関分析結果 (船舶サイズ別での検証) 
 対称 発注量 竣工量 廃船量 
相関係数が最大と
なる移動平均期間 
Capesize 6ヶ月 6ヶ月 12ヶ月 
Panamax 5ヶ月 4ヶ月 9ヶ月 
Handymax 5ヶ月 10ヶ月 5ヶ月 









 入力値：2012 /7 -2030/1  
(1) 世界 GDP (2012-2015 年：実績データ) 
     (2016-2030年：ＧＤＰ成長率 2.0%, 3.5%, 5.0%と仮定) 
(2) 貨物輸送距離(2012 年-2012年：一定) 
 初期値：2012 /7 
(1) 船腹量: 6.68×108     (DWT) 
(2) 手持工事量: 1.72×108     (DWT) 
(3) 建造容量: 9.70×106     (DWT) 
(4) 建造中の船腹量：5.57×107    (DWT) 
 
 シミュレーション結果を Fig.4.9.1 に全量のシミュレーション結果を示す．この図に示す
ように，GDP 成長率が大きくなるにつれて，船舶航海距離に回復のタイミングが早くなり，
発注量が増加することが分かる．2012年-2015年は船価の下落により発注量が増加するもの
の，2015 年-2017 年にかけて発注量は激減し，最低水準となる．そして，2018 年頃から再




示すように(a)GDP 成長率が 5.0%，(b)3.5%の場合，2020年頃までは Capesizeより Panamax 













2012 2016 2020 2024 2028
GDP growth rate 5.0%
GDP growth rate 3.5%




































2012 2016 2020 2024 2028




Order  (DWT×106) Order (DWT×106)
Order (DWT×106)
yearyear
(b) GDP growth rate 3.5%
(a) GDP growth rate 5.0%
 
Fig. 4.9.2  船舶サイズ別の将来シミュレーション結果 
(GDP 成長率 5.0%(上)，3.5%(左下)，2.0%(右下)) 
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船舶航海距離が約 1900(mile)で漸近する影響である．Fig.4.8.2 に示すように Capesize と
Panamaxの発注量の割合が逆転する点は約 1900(mile)である．つまり，(c)GDP 成長率が 2.0%
の場合はCapesizeと Panamaxの発注量の割合が逆転する船舶航海距離まで到達しないため，
Panamaxの方が Capesizeよりも発注量は多くなる． 
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5.1.2  船舶需要予測用 SD モデルにおける不確実性 
(1) SD モデル内部の不確実性 























(Expansion of construction capacity)










































Fig. 5.1.2 発注量と竣工量の予測結果 
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(2) SD モデル外部の不確実性 
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Table 5.2.1 既往研究のレビュー 
著者 予測方法 不確実性の考慮方法 目的 
Anna shaojie  















Chanwoog   
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著者 予測方法 不確実性の考慮方法 目的 
Agathe girard 
et al(10) 
K step ahead 
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5.3  不確実性を考慮した船舶需要予測の基本方針  
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 Fig.5.4.1 に示すように，上昇確率 q，上昇率，下落率の u, d を用いて時間変化に伴う価格
の変化を考慮する．t＝0 の価格(初期値)が p の場合，t=1 では，確率 q で価格は pu(p×u)とな
り，1-q の確率で価格は pd(p×d)となる．t=2 の場合は t=1 の価格 puと pdにより価格は決定さ
れ，puu(p×u×u)，puu(p×u×d),pdd(p×d×d)の 3 通りが取りうる価格の候補となる．以上を繰り返
すことで，価格の推移を予測する．  
 本研究では，世界 GDP と貨物輸送距離の将来予測に二項格子モデル適用する．(5-1)式



































Fig. 5.4.1 二項格子モデルの概要 
 


















t                         (5-1)   
 
          ここに，Gt：世界 GDP(USD) 
              u：上昇率(-) 
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            d=1/u：下落率(-) 
                            q：上昇確率(-)（0≦q≦1） 
                            t ：シミュレーション内部時間(month) 
 

















TDi            (5-2) 


















TDc                     (5-3) 

















TDg                    (5-4) 
 
          ここに，TDit：鉄鉱石の貨物輸送距離(mile) 
                               TDct：石炭の貨物輸送距離(mile) 
                               TDgt：穀物の貨物輸送距離(mile) 
              ui：鉄鉱石の上昇率(-) 
              uc：石炭の上昇率(-) 
              ug：穀物の上昇率(-) 
            di=1/ui：鉄鉱石の下落率(-) 
                            dg=1/ui：石炭の下落率(-) 
                            dc=1/ui：穀物の下落率(-) 
                            qi：上昇確率(-)（0≦qi≦1） 
              qc：上昇確率(-)（0≦qc≦1） 
              qg：上昇確率(-)（0≦qg≦1） 
                            t ：シミュレーション内部時間(month) 
      













































 Fig.5.4.2 に世界 GDP の予測，品目毎の貨物輸送距離の予測に二項格子モデルを適用した結果
を示す．この図に示すように，世界 GDP，貨物輸送距離ともに実績の傾向を再現できているこ
とが分かる．また，時間の推移共に，標準偏差(SD)が拡大していくことが分かる．これは，時間
の推移共に，世界 GDP，貨物輸送距離の取りうる値の範囲が増加するためである．  





Table 5.4.1 二項格子モデルの入力パラメータ 
パラメータ名 世界 GDP 貨物輸送距離  
鉄鉱石 
貨 物 輸 送 距 離 
石炭 
貨 物 輸 送 距 離 
穀物 
上昇確率 q (-) 0.689 0.651 0.373 0.581 
上昇率  u  (-) 1.013 1.002 1.005 1.005 
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5.5  SD モデル内部の不確実性の考慮方法 
5.5.1  SD モデル内部の不確実性の解析 














値(ui)を中心にバラつく場合は 0 となるが，ｙ差がある場合は 0 とならない．その点につい
ても考慮してバラつきを解析する． 
 
                    iii uy Re                                (5-6) 
 










                    (5-7) 
 







                               (5-8) 










                     (5-9) 
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          ここに，Rei：i 番目のデータの残差 
              yi：i 番目のデータの実績値 
                                   ui：モデルの基準値 
                                   ARe：残差の平均値 
                              SD：残差の標準偏差 
              n：データ数 
                                   Rsi：i 番目のデータの相対残差     
              ARs：相対残差の平均値  










Fig.5.5.1 SD モデル内部の不確実性の考え方 
 
(2) 不確実性の解析の流れ 




有意水準は 95.0%(P 値≧0.05)とする． 












(5) t 検定を行い，残差が基準値 u を中心にバラついているか確認する．有意差がある場合，
その有意差をモデルに考慮する． 
 
















(1) ○ × 標準偏差(SD) 











 貨物輸送量予測モデルでは，世界 GDP と貨物輸送量の関係に不確実性があり，バラつき
が発生すると考える．Fig.5.5.2 に示すように，鉄鉱石の貨物輸送量と世界 GDP の間には線
形の関係が定義できるものの，バラつきが発生していることが分かる．この関数の残差に




 その結果を Table 5.5.2 に示す．この表に示すように，バラつきを標準偏差(SD)で考えた場











3000 4000 5000 6000
Iron ore













鉄鉱石 石炭 穀物 鉄鉱石 石炭 穀物 
サンプル数 102 102 102 サンプル数 102 102 102 
標準偏差 
(×106 tons) 
3.54 2.59 1.64 
標準偏差 
(×10-2(-)) 
4.87 3.77 6.69 
KS 検定 
(P 値≧0.05) 
P 値 0.17 0.22 0.043 
KS 検定 
(P≧0.05) 
P 値 0.40 0.33 0.10 
t 検定(基準値=μ) - - - t 検定 (基準値=μ) ○ ○ ○ 
 
























 不確実性の解析結果を Table 5.5.3 に示す．この表に示すように，標準偏差(SD)，相対残差
の標準偏差(RSD)と伴に P 値≧0.05 となり，正規性を確保できていることが分かる．基準値










をどの程度捉えられるか調査した．その結果を Table 5.5.4，Fig.5.5.6 に示す．このシミュレ
ーションでは 2002 年-2008 年までの期間とし，船価の下落による発注量の増加期間を除外
している．この結果に示すように，移動平均 1 ヶ月（移動平均なし）の時，実績が予測値











1700 1900 2100 2300 2500

















(a)全体 (b)通常期 (b)爆発期 (a)全体 (b)通常期 (b)爆発期 
サンプル数 165 135 30 サンプル数 165 135 30 
標準偏差 
(×10-3(-)) 
4.92 3.24 8.78 
標準偏差 
(×10-2 (-)) 
1.56 3.05 22.27 
KS 検定 
(P 値≧0.05) 
P 値 0.24 0.11 0.94 
KS 検定 
(P≧0.05) 
P 値 0.08 0.08 0.51 
t 検定 (基準値=μ) ○ ○ × t検定(基準値=μ) ○ ○ × 
 




















(b) Relative standard deviation 






Table 5.5.4 発注量予測モデルの不確実性の解析結果(2)  (Sub-model による検証) 
              移動平均 
              期間 
モデル名  
1 ヶ月 2 ヶ月 3 ヶ月 4 ヶ月 5 ヶ月 9 ヶ月 
(a)モデル全体で標準偏差を用いて 
不確実性を考慮  (単位：%) 
54.3  65.4  70.4  70.4  72.8  69.1  
(b)通常期と爆発期を分け，標準偏差を
用いて不確実性を考慮 (単位：%) 
53.1  60.5  64.2  64.2  71.6  69.1  
(a)モデル全体で相対残差の標準偏差
を用いて不確実性を考慮 (単位：%) 




64.2  71.6  74.1  76.5  80.2  84.0  
 

















数が 20 以下)，KS 検定を適用できない．そのため，手持工事量の補正部分で発生する不確
実性は考慮しない． 
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P 値 0.16 
t 検定 (基準値=μ) × 
 
 
The band of consecutive ship








0 20 40 60 80 100
 
Fig.5.5.8 等分散性の確認 (船価による発注量の補正) 
 
 








 不確実性の解析結果を Table 5.5.6- Table 5.5.7 に示す．これらの表に示すように，標準偏差
(SD)の場合，すべてのサイズの(a)全体，(b)通常期で正規性を確保することができない． 
 一方，相対残差の標準偏差との場合は，方針(a)モデル全体で考慮する方法では正規性を
確保できないものの，方針(b)の三つの期間に分けた場合，すべて P 値≧0.05 となり，正規


















(Expansion of construction capacity)
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サンプル数 185 131 47 43 193 131 55 43 
標準偏差(×105(-)) 6.31 5.85 3.81 9.09 3.53 3.61 2.45 4.32 
KS 検定 P 値 0.02  0.01  0.17  0.84  0.00  0.00  0.61  0.36  










サンプル数 177 131 39 43 166 131 28 43 
標準偏差(×105(-)) 2.90 2.37 1.50 4.50 1.50 1.29 8.88 2.12 
KS 検定 P 値 0.03  0.03  0.98  0.90  0.00  0.00  0.79  0.66  
t 検定 (基準値=μ) - - ○ ○ - - ○ ○ 
 
 










サンプル数 185 95 47 43 193 95 55 43 
相対残差の標準偏差(-) 0.49  0.91  0.45  0.27  0.53  0.59  0.39  0.53  
KS 検定 P 値  0.04   0.16   0.23   0.29   0.01   0.07   0.57   0.71  










サンプル数 177 95 39 43 166 95 28 43 
相対残差の標準偏差(-) 0.51  0.63  0.32  0.41  0.48  0.66  0.40  0.34  
KS 検定 P 値 0.11  0.13  0.07  0.12  0.10  0.11  0.12  0.08  
t 検定 (基準値=μ) × × ○ × × × ○ × 


































(Ordinary condition, Decrease in orders)
Orderbook (×106 DWT)
(Ordinary condition, Decrease in orders)
Orderbook (×106 DWT)
(Ordinary condition, Decrease in orders)
Orderbook (×106 DWT)















Orderbook (×106 DWT) Orderbook (×106 DWT)
(Full Operation)










































































Orderbook (×106 DWT)Orderbook (×106 DWT)
(Expansion of construction capacity)
Orderbook (×106 DWT) Orderbook (×106 DWT)
















 不確実性の解析結果を Table 5.5.8- Table 5.5.9 に示す．この表に示すように，標準偏差(SD)，
相対残差の標準偏差の検定結果ともに(a)モデル全体に着目した場合は，P 値≧0.05 を満足し





 また，等分散性を確認したところ， Fig.5.5.14 に示すように，すべての期間で等分散性が
確保できていることが分かった． 
  以上の解析結果に基づいて，船価予測モデルの不確実性のパラメータを設定する． 


































個数 196  29  67  44  22 34 
標準偏差(-) 4.76  3.54  3.48  7.14  5.47 2.22 
KS 検定 
(P 値≧0.05) 
P 値 0.04  0.25  0.13  0.43  0.87 0.94  
t 検定結果  
(基準値=μ) 
- × ○ ○ ○ ○ 
 
Table 5.5.9 船価予測モデルの不確実性の解析結果(2) （相対残差の標準偏差(RSD)） 











個数 196  29  67  44  22 34 
標準偏差 (×10-2(-)) 3.16 3.15 2.86 3.98 3.23 1.60 
KS 検定 
(P 値≧0.05) 
P 値 0.02  0.07  0.18  0.14  0.94  0.33  
t 検定結果  
(基準値=μ) 
- × ○ ○ × ○ 
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Table 5.5. 10 廃船モデルの不確実性の解析結果(1) (標準偏差(SD)) 
  
廃船量 Capesize 廃船量 Panamax 
全体 通常期 爆発期 全体 通常期 爆発期 
サンプル数 136  112  24  136  111  25  
標準偏差(×10-3（-)) 1.03 1.09 0.08 1.08 1.19 0.10 
KS 検定 P 値 0.21  0.84  0.29  0.002  0.12  0.14  
t 検定 (基準値=μ) × × × - ○ × 
  
廃船量 Handymax 廃船量 Handysize 
全体 通常期 爆発期 全体 通常期 爆発期 
サンプル数 137  116  21  136  112  24  
標準偏差(×10-3（-)) 1.08 1.17 0.11 1.11 1.20 0.19 
KS 検定 P 値 0.01  0.09  0.82  0.06  0.44  0.70  
t 検定 (基準値=μ) - × ○ × × ○ 
 
 
Table 5.5.11 廃船モデルの不確実性の解析結果(2) (相対残差の標準偏差(RSD)) 
  
廃船量 Capesize 廃船量 Panamax 
全体 通常期 爆発期 全体 通常期 爆発期 
サンプル数 136 112 24 136 111 25 
標準偏差 （-) 1.75 1.44 2.79 1.03 1.01 0.99 
 KS 検定  P 値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.1 0.00 






全体 通常期 爆発期 全体 通常期 爆発期 
サンプル数 
  
137 116 21 136 112 24 
標準偏差（-) 0.67 0.66 0.73 0.53 0.52 0.50 
 KS 検定  P 値 0.02 0.08 0.05 0.17 0.26 0.54 
t 検定 (基準値=μ) - × × × × ○ 
 
 











































 不確実性の解析結果を Table 5.5.10- Table 5.5.11 に示す．これらの表に示すように，相対残
差の標準偏差(RSD)の場合，Capesize の正規性を確保することは困難である． 
 一方，標準偏差(SD)の場合は，方針(a)のモデル全体に着目した場合は正規性を満足しな
いサイズがあるものの，(b)の二つの状態に分けた場合，すべてのサイズで P 値≧0.05 とな
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Table 5.5.12 不確実性の解析結果 (発注量による廃船量の補正) 
 
Capesize Panamax Handymax Handysize 











P 値 0.41  0.61  0.60 0.41 


























-6.0 -4.0 -2.0 0.0 2.0 4.0 6.0
Consecutive increase and 
decrease in orders for 
new ships (DWT)
SD(×106DWT)
Consecutive increase and 
decrease in orders for 
new ships (DWT)
Consecutive increase and 
decrease in orders for 
new ships (DWT)
Consecutive increase and 












5.6.1  SD モデル内部の不確実性の効果 
 本項では，不確実性を考慮した効果をシミュレーションにより確認する．以下に入力デ
ータを示す．なお，世界 GDP と貨物輸送距離については実績値を入力し，SD モデル内部
の不確実性を考慮した影響を分析する． 
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 入力値：1999 /1 -2012/9 
(1) 世界 GDP (actual data)  
(2) 貨物輸送距離(actual data) 
 初期値：1999 /1  
(1) 船腹量 2.64×108     (DWT) 
(2) 手持工事量: 2.41×107     (DWT) 
(3) 建造能力: 2.09×106     (DWT) 




 Fig.5.6.1，Table 5.6.1 に全体のシミュレーション結果を示す．この図に示すように中央値
の傾向は，不確実性を考慮する場合と考慮しない場合で変化していることが分かる．また，
±1σ を取った場合，発注量は 71.5%，竣工量は 68.5%，廃船量は 57.0%，船腹量は 99.4%と
いう結果となり，廃船量以外は 68.3%以上の確率で実績値が±1σ 範囲内に収まっていること
が分かる．また Table 5.6.1 に示すように，実績値の移動平均を取った場合，実績値が±1σ 範
囲内に収まる確率が大きく向上することが分かる．この時の実績値の移動平均期間に関し
ては，4.7.2 項の解析結果を基にしている．また，Fig. 5.6.1 の船腹量の結果より，バラつき
が大きく拡大しないことが分かる． 
 バラつきの拡大の傾向の分析するため，2012/9 時点の期待値（Fig. 5.6.1 の黒線）対する








 また，Fig.5.6.2 - Fig.5.6.4，Table 5.6.3 にサイズ別の予測結果を示す．これらに示すように，
サイズ毎の予測結果も中央値の傾向が異なることが分かる．また，±1σ を取った場合，発注
量は58.2～71.6%，竣工量は71.5～86.1%，廃船量は65.4～89.5%という結果となり， Capesize，
Panamax の発注量，Capesize の廃船量が 68.3%を満足していないことが分かる．実績値の移
動平均を取った場合，全体の時と同様に 68.3%以上の確率で実績値が±1σ 範囲内に収まるこ
とが分かる．実績値の移動平均期間に関しては，4.8.3 項の解析結果を基にしている．  
 以上より，SD モデル内部の不確実性を考慮することで市場の不確実性を考慮した需要予









































1999 2002 2005 2008 2011
百
万
Mean                                  Mean ＋σ            Mean -σ  
Simulation result                                      Actual result
(Not considering uncertainty factors)
 




Table 5.6.1  実績値が中央値±1σ に収まる確率 (全量) 
 
発注量 竣工量 廃船量 船腹量 
移動平均なし (%) 71.5 68.5 57.0 99.4 
移動平均あり 
範囲内の確率 (%) 82.4 95.2 66.7 99.4 
移 動 平 均 期 間 
(month) 
5 5 10 1 
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Fig.5.6.2 発注量の予測結果 (船舶サイズ別） 
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Mean                                  Mean ＋σ            Mean -σ  
Simulation result                                      Actual result
(Not considering uncertainty factors)
 
Fig.5.6.4 廃船量の予測結果  (船舶サイズ別） 
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Table 5.6.3  実績値が中央値± 1σ に収まる確率 (船舶サイズ別) 
サイズ 実績値の取り扱い 発注量 竣工量 廃船量 
Capesize 移動平均なし (%) 58.2 82.4 65.4 
移動平均あり 
範囲内の確率 (%) 80.6 93.9 84.0 
移動平均期間 (month) 6 6 12 
Panamax 移動平均なし (%) 61.7 71.5 71.0 
移動平均あり 
範囲内の確率 (%) 70.4 83.6 89.5 
移動平均期間 (month) 5 4 9 
Handymax 移動平均なし (%) 68.5 83.6 71.0 
移動平均あり 
範囲内の確率 (%) 79.0 94.5 80.9 
移動平均期間 (month) 5 10 5 
Handysize 移動平均なし (%) 71.6 86.1 75.3 
移動平均あり 
範囲内の確率 (%) 88.3 93.9 79.6 
移動平均期間 (month) 6 12 2 
 
(2)  不確実性が予測結果に与える影響の考察 
 Fig.5.6.1 に示すように，発注量，竣工量，廃船量，船腹量の傾向を幅で捉えられているこ




 本研究では，各々の Sub-model のバラつきを 0 としてシミュレーションを行い，すべて考
慮する場合の結果と比較することで各 Sub-model が発注量にどの程度影響を与えるか分析
する． 
  Fig.5.6.5，Table 5.6.4 にその解析結果を示す．これらの結果に示すように，建造モデル，
船価予測モデル，廃船モデルは発注量のバラつきに大きな影響を与えておらず，すべてを
考慮した場合と比べても，大きな変化がないことが分かる． 
 一方，発注量予測モデルのバラつきを 0 とした場合，バラつきが小さくなることが分か
る．これは，発注量予測モデルが発注量の算出に直接影響を与えるモデルであるため，こ
のバラつきを抑えれば発注量のバラつきが大きく減少する． 
  また，貨物輸送量予測モデルのバラつきを 0 とした場合も，バラつきが小さくなってい 


























































































とした場合，平均的なバラつきは 17.4%となり，すべての Sub-model のバラつきを考慮する 
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ると＋σのラインでは-5 ヶ月， －σのラインでは＋12 ヶ月の差が生じる．同様に，②貨物
輸送量予測モデルのバラつきを考慮しない場合，中央値のラインでは 2006/4，＋σのライ



















































5.6.2  SD モデル外部の不確実性の効果 
(1)過去シミュレーションによる効果検証 
 二項格子モデルを用いて過去シミュレーション実施し，世界 GDP と貨物輸送距離が不明
な状況下で，どの程度の予測が可能か検証した．入力値は Table 5.6.5 - Table 5.6.8 に示す．
モンテカルロ試行回数については，全 Case 10000 回とした．世界 GDP，貨物輸送距離の上
昇確率，上昇率，下落率は過去の値を基に，実績値が±１σ の範囲で 68.3%を満足するよう
に設定した． 
 シミュレーション結果を Fig.5.6.7 - Fig. 5.6.8 に示す．海上荷動き量はすべての結果，実績
値が±１σ の範囲内で，68.3％以上を満足するように推移する．しかし発注量は 1999 年の段 
 
Table 5.6.5 パラメータの設定値と入力値 (1999) 
パラメータ名 世界 GDP 貨物輸送距離  
鉄鉱石 
貨 物 輸 送 距 離 
石炭 
貨 物 輸 送 距 離 
穀物 
上昇確率 q 0.689 0.651 0.373 0.581 
上昇率  u 1.013 1.002 1.005 1.005 
下落率  d 0.987 0.998 0.995 0.995 
第 5 章 不確実性を考慮した船舶の需要予測 
 
 116 
Table 5.6.5 パラメータの設定値と入力値 (1999) (続き) 
初期設定 船腹量 手持工事量 建造能力: 建造中の船舶 
入力値 2.64×108     
(DWT) 
2.41×107     
(DWT) 
2.09×106     
(DWT) 




Table 5.6.6  パラメータの設定値と入力値 (2003) 
パラメータ名 世界 GDP 貨物輸送距離  
鉄鉱石 
貨 物 輸 送 距 離 
石炭 
貨 物 輸 送 距 離 
穀物 
上昇確率 q 0.770 0.592 0.433 0.717 
上昇率  u 1.014 1.003 1.006 1.005 
下落率  d 0.986 0.997 0.994 0.995 
 
初期設定 船腹量 手持工事量 建造能力: 建造中の船舶 
入力値 2.95×108     
(DWT) 
3.19×107     
(DWT) 
2.09×106     
(DWT) 




Table 5.6.7  パラメータの設定値と入力値 (2004) 
パラメータ名 世界 GDP 貨物輸送距離  
鉄鉱石 
貨 物 輸 送 距 離 
石炭 
貨 物 輸 送 距 離 
穀物 
上昇確率 q 0.694 0.571 0.453 0.612 
上昇率  u 1.017 1.004 1.010 1.007 
下落率  d 0.983 0.996 0.990 0.993 
 
初期設定 船腹量 手持工事量 建造能力: 建造中の船舶 
入力値 3.02×108     
(DWT) 
5.58×107     
(DWT) 
2.09×106     
(DWT) 
1.50×107    
(DWT) 
 
Table 5.6.8  パラメータの設定値と入力値 (2005) 
パラメータ名 世界 GDP 貨物輸送距離  
鉄鉱石 
貨 物 輸 送 距 離 
石炭 
貨 物 輸 送 距 離 
穀物 
上昇確率 q 0.704 0.526 0.473 0.612 
上昇率  u 1.014 1.005 1.010 1.007 
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Table 5.6.8  パラメータの設定値と入力値 (2005)  (続き) 
下落率  d 0.986 0.995 0,990 0.993 
 
初期設定 船腹量 手持工事量 建造能力: 建造中の船舶 
入力値 3.22×108     
(DWT) 
6.87×107     
(DWT) 
2.09×106     
(DWT) 
1.76×107    
(DWT) 
 
階では，2006 年-2009 年の発注量の爆発は予測困難であることが分かる．しかし，2003 年
では発注量が急激に上昇する傾向が見られ，2004 年・2005 年では 2008 年の発注量の急激
な増加を予測でき，それ以降の発注量の減少まで予測できる．標準偏差に関しては，世界
GDP と貨物輸送距離の実績値を入力した Fig.5.6.1 の結果に比べ大きくなっており，正確な












































Mean       Mean ＋σ            
Mean -σ  Actual result
 
Fig.5.6.7 海上荷動き量の予測結果 (全量での検証） 
（1999 年開始(左上)，2003 年開始(右上)，2004 年開始(左下)，2005 年開始(右下)） 
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    船舶需要予測用 SD モデルの性能検証 
 4.7.4 項と同様に，世界 GDP，貨物輸送距離が分からない(予測値・推定値)という条件を
用いて，不確実性した船舶需要予測用 SD モデルがどの程度予測できるか検証する．Table 
5.6.9 に入力データを示す．世界 GDP は IMF の予測結果を基に設定している(17)(18)(19)．この
場合，二項格子モデルの中央値を IMFの GDP 予測結果に沿うように上昇確率，上昇率，下
落率をチューニングした(Fig.5.6.9)．シミュレーション期間は 6 年間とし，貨物輸送距離は，
過去の実績値の推移を基に設定している(Fig.5.6.10)．シミュレーションケースは，①2003
年/1－2008 年/12，②2004 年/1－2009 年/12，③2005 年/1－2010 年/12 の 3 ケースとする．モ
ンテカルロ試行回数は 10000 回と設定した． 




値の中央値が IMFの予測結果よりも若干高い値となっていることが影響だと考えられる (F 
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Table 5.6.9  パラメータの設定値と入力値 (2003，2004，2005) 











0.770 0.774 0.704 
上 昇 率  
u 
1.017 1.017 1.014 
下 落 率  
d 












Fig. 5.6.10  ③ 
初期設定 






船腹量 (DWT) 2.95×108   3.02×108      3.22×108      
手持工事量 (DWT) 3.19×107     5.58×107      6.87×107      
建造能力 (DWT) 2.09×106     2.09×106      2.09×106      
















Fig. 5.6.9 世界 GDP の推移の比較 (2003 年) 
 





















































Fig. 5.6.12 発注量の予測結果 (不確実性なし) 
 
-ig.5.6.9)．また，Fig.5.6.13 に示すバラつきの偏りが影響を与えている可能性も考えられる(詳細 
は下記を参照のこと)．②2004 年からの予測，③2005 年からの予測の場合，③2005 年から
の予測の場合は発注量爆発のおよそのタイミングを予測できている．しかし，②2004 年か






















Fig. 5.6.13 発注量のバラつき (2007 年 1 月時点) 
 
 (3) 将来シミュレーションによる効果検証 
 構築した需要予測モデルを用いて，世界 GDP と貨物輸送距離が不明な状況下での将来シ
ミュレーションを実施する．入力値，初期値を Table 5.6.10 に整理する．入力値に関しては，
1999 年の上昇確率，上昇率，下落率を基に設定した．なお．モンテカルロ試行回数は 10000
回と設定した．  










 以上の結果より，今後は 2017 年-2018 年まで海運・造船市場は深刻な不況が続き，その
後に回復に向かうと予測される． 
 
Table 5.6.10  パラメータの設定値と入力値 (2012-2030) 




貨 物 輸 送 距 離 
穀物 
上昇確率 q 0.689 0.651 0.373 0.581 
上昇率  u 1.013 1.002 1.005 1.005 
下落率  d 0.987 0.998 0.995 0.995 
 
初期設定 船腹量 手持工事量 建造能力: 建造中の船舶 
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 第 1 章に示したように，2016 年現在，2008 年に大量に建造した船腹量，大幅に拡張した
船舶の建造能力の影響により発注量は大きく激減，海上運賃・船価も下落し，海運・造船
市場は深刻な不況状態となっている． 
 中央日報・Clarkson 社によれば(1)，2016 年 9 月 20 日の段階で，全世界で稼働中の造船所
は 402 カ所，最も好況だった 2009 年の 931 カ所から 57％減ったと報告されている．特に中
国が大きな打撃を受けていることが分かり，2009 年 382 カ所の造船所が稼働していたが，
最近では中小造船所の多くが廃業して現在は 63％減となる 140 カ所にとなっている．日本
は 2008 年 71 カ所の造船所で船舶を建造していたが，現在は 17％減の 59 カ所だけが稼働し




























6.1.3  SD による政策立案 
 本来の SD の目的は「ある問題の対して良き理解を獲得し，その問題を解決すべき政策を
策定するためにある」と言われている(7)．これはモデル構造が明確という特徴を SD が持っ
ているため可能と考えられる．つまり，種々の条件下での行動特性を分析し，問題行動を
改善するような政策設計を行うことが SD の本来の目的であると考えることができる． 







6.1.4  本章の目的 
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6.2  最適化問題としてのモデル化 
6.2.1 国際条約と造船市場の関係 
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Year
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Table 6.2.1 IMO で採択された条約 (一部)(8) 
条約タイトル 発効日 船種 サイズ 
復原性計算機の搭載義務化 2016/1/1 
Oil Tanker,  
Chemical Tanker 
All 
MARPOL 付属書 VI 
- EEDI の強制化 
2013/1/1 All 400GT or over 
貨物油タンクの防食措置 
（原油タンカー）の強制化 
2012/1/1 Crude oil tanker 5,000DWT or over 
ECDIS（electronic chart display 
and information system）の設置 
2011/1/1 ALL 
PS: 500GT or over 
Cargo Ship:3,000GT  
or over 
BNWAS（bridge navigational  




150GT or over 
MARPOL 附属書 VI 及び NOx 
テクニカルコード 
- NOx 及び SOx 次期規制 
2010/7/1 ALL ALL 
MARPOL 附属書 I 
-ポンプルームの二重底 
2007/1/1 Oil Tanker 5,000DWT or over 
曳航及び係留設備 2007/1/1 ALL 500GT or over 
復原性計算機 2006/7/1 Bulk Carrier 
less than 150m 
in length 




Oil Tanker  
Single hull tankers 
carrying heavy grade 
oil 
600DWT and over 
浸水警報装置 2004/7/1 Bulk Carrier 500GT or over 
排水装置 2004/7/1 Bulk Carrier 500GT or over 
機関の制御装置 2004/7/1 ALL 
PS: All 
Cargo Ship: 
500GT or over 
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Table 6.2.1 IMO で採択された条約 (一部)(8) (続き) 
条約タイトル 発効日 船種 サイズ 
MARPOL 附属書 I 
-シングルハルタンカー 
フェーズアウト適用の拡大 
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Table 6.2.2 最適計画の立案に関する既往研究 
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                ttt FSDDf                       (6-1) 
 
     ここに Dft：強制廃船を考慮した廃船量 (DWT) 
                        Dt：廃船モデルによって算出した廃船量(DWT) 
          Fst：強制廃船量 (DWT) 
                        t ：シミュレーション内部時間(month) 








ると考える( (6-3)式，(6-4)式)．  
 
                ttt SVVV                      (6-2) 
 
 
                               ttt SVObObs                                (6-3) 
 





Bl                                (6-4) 
 
     ここに  Vt：バルクキャリアの現有船腹量 (DWT) 
                         SVt：利用停止船腹量(DWT) 
           Obst：利用停止船腹量を考慮した手持工事量 (DWT) 
                         Obt：手持工事量 (DWT) 
                         Blt：手持工事率(-) 
                         Cpt：建造能力 (DWT) 





廃船モデルが船舶航海距離の短くなる方向に移動すると考える．例えば，Fig.6.2.6 の Point B の
場合, 現状に対して 5%減速するため，船舶航海距離が短くなる方向に 5%移動することとなる． 










1200 1600 2000 2400





























Fig.6.2.6 船舶の減速が船舶需要予測用 SD モデルに与える影響 
 
               tttt VSEfO  ),(                              (6-5) 
 
                              tttt VSEfD  ),(                              (6-6) 
 
        ここに， Ot：船舶の減速を考慮した発注量 (DWT) 
                         Dt：船舶の減速を考慮した廃船量 (DWT) 
                Et：船舶航海距離 (DWT) 
                  St：船舶速度の減少量 (%) 
             Vt：バルクキャリアの現有船腹量(DWT) 
              t ：シミュレーション内部時間(month) 
 
 
6.2.6 最適化手法 (SA の概要) 
















Fig.6.2.7 SA の最適化解の探査イメージ 
 
（1）SA のアルゴリズム 





・ 温度が T0（初期温度）の場合は，初期状態の設計案 x を生成する． 
・ 生成した初期設計案の評価する．（目的関数 E の算出） 
 
STEP2：設計案の生成 
 現在の設計案 x を基に，設計案を変化させることで，新たな設計案 x´を生成する． 
 
STEP3：設計案の評価 




更新する．つまり x=x’として，設計案を更新する．更新しない場合は x=x とする． 
 
 



















Fig.6.2.8  SA のアルゴリズム 
 
 受理判定は，次の状態 x´のエネルギーE´と現在の状態 x のエネルギーE との差分⊿E（＝
E´－E），および温度パラメータ T が与えられ，次の状態への推移を受理するか否かの判定



















・ 一定期間アニーリングを行った後にクーリングを行い，次の温度 Tk+1を求める． 
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・ その後，設計案の生成の戻り，温度 Tk+1の条件の下でアニーリングを実行する． 
 












温度が十分に下がり，停止条件に達すればそのときの x を最適状態，E を最適値として終
了する． 
 SA の処理が停止するための条件には，次のような方法がある． 
・ クーリングを定めた回数だけを繰り返して停止  
・ 受理がほとんど起こらなくなったら停止  
・ 温度が十分低くなったら停止  
 














第 6 章 船舶需要予測用 SD モデルの活用 
 
 139 




6.3.1 上位問題の定式化 (建造能力調整戦略) 
 建造能力調整戦略の入力値（前提条件），設計変数，制約条件，目的関数を以下に示す．
式の各種記号，添え字に関しては Table 6.3.1 に整理する． 
 
入力値（前提条件）： 
(1) シミュレーション条件： (シミュレーション期間，シミュレーション開始時の初期値) 





Table 6.3.1 式の添え字 (建造能力調整戦略) 
記号 説明 記号 説明
[添字等] [目的関数]
t シミュレーション内部時間　 Order t 時間tにおける発注量 ($)
j 船舶サイズの種類 Shipprice t 時間tにおける船価 ($/DWT)
1:Capesize，2:Panamax, Construction t 時間tにおける建造コスト ($)
3:Handymax,4:Handysize IC t 時間tにおける建造能力
[設計変数] 拡張コスト ($)
Ep =[ept
j] 建造能力拡張案 LW j 船舶サイズjの経過重量 (ton)
ept
j 1ヶ月の建造能力拡張量 sp t 時間tにおける船価 (index)
[制約条件] [係数]
D t
j 各月のサイズ別廃船量 (DWT) α コスト係数　(2.0(-))
Mc 最大廃船可能量　(5.0×106 (DWT)) steelprice 鋼材価格(1000($/ton))
[目的関数] β 建造能力拡張係数
Profit 造船市場全体の利益 ($) (1257.9($/DWT))
Income 造船市場全体の収入 ($) size j 船舶サイズjの代表サイズ (DWT)
Cost 造船市場全体のコスト ($)  
 
Table 6.3.2 １ヶ月あたり最大の建造能力拡張量 
 Capesize   Panamax Handymax Handysize 
１ヶ月当たりの 
最大拡張量：(DWT) 
235,000 113,000 75,000 51,000 
 





ズ毎の配列で建造能力拡張案を表現する( (6-9) 式)． 
 







  文献(17)を参考に，１ヶ月の廃船量の最大値を 5.0×106 (DWT)以下とする( (6-10) 式)． 
 
                                McD
j
j






船舶サイズ別の代表サイズは Table 6.3.3 とし，この表のサイズを基にコストを算出する．各
種係数に関しては，国土交通省(18)，経済産業省(19)，日本造船工業会(20)(21)の資料を参考にし
た． 
                                                                                                            




























tt            (6-14) 
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tt epICIC                               (6-16) 
 
)( tt spfShipprice                               (6-17) 
 












Table 6.3.3  コスト算出に用いる船舶の代表サイズ 
サイズの種類 1 


























が”5”の場合，Table 6.3.1 に示す Capesize の 1 ヶ月当たりの最大能力拡張量が 235,000 (DWT)




























1 2 43 5 6 7 8 9 10 11 1312 14 15
 
 
0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0 ・・・
0 0 0 0 0 1 1 2 2 2 2 0 0 0 0 ・・・
0 0 0 0 0 0 0 2 2 2 2 0 0 0 0 ・・・

















がある．本研究では，Fig.6.3.3 に示す 5 種類の近傍探査法を用いて解を探査する． 
 
(a) Swap：2 ビットをランダムに選択し，その 2 ビットの位置を入れ替える． 
(b) BitChange：1 ビットをランダムに選択し，そのビットの数字を入れ替える． 
(c) Infection：1 ビットをランダムに選択し，その周囲 2 ビットを選択した 1 ビットの数 




0 0 0 0 0 0 0 1 3 4 8 1 7 0 ・・・
(c) Infection






















0 0 0 0 0 0 0 1 3 4 8 1 7 0 ・・・2
10乱数を用いて変換
Select Select ランダムに 選択
ランダムに 選択
 
Fig.6.3.3 近傍解の探査 (建造能力調整戦略) 
 
    字に変換する． 
(d) Reverse：Start と End をランダムに選択し，その内部のある配列の順序を逆にする． 
(e) Insert：1 ビット・挿入ポイントをランダムに選択し，その挿入ポイントに選択した選 





  2002 年の状態を初期状態とし，2002 年 1 月-2013 年 9 月までのシミュレーション(Case 1)
と，2002 年 1 月-2020 年 12 月までのシミュレーション(Case 2)の結果を比較する．以下にシ
ミュレーション条件を示す．また，Table 6.3.4 に最適化パラメータを示す． 
 
 入力値：2002 年/1 月-2020/1 月 
(1) 世界 GDP (2002-2015 年：実績データ) 
     (2016-2020 年：GDP 成長率 3.5%と仮定) 
(2) 貨物輸送距離(2002-2012 年：実績データ)： 
         (2012-2020 年：一定と仮定) 
 初期値：2002 年/1 月 
(1) 船腹量: 2.86×108   (DWT) 
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(2) 手持工事量: 2.39×107  (DWT) 
(3) 建造容量: 2.09×106  (DWT) 
(4) 建造中の船腹量：1.23×107 (DWT) 
 
Table 6.3.4  SA の最適化パラメータ 
パラメータ名 数値 
クーリング回数 MaxC (回) 50000 
アニーリング回数 MaxA (回) 20 
初期温度 T0 (-) 0.015 
温度低下係数 γ (-) 0.999 
 
 
 最適化結果を Table 6.3.5，Fig.6.3.4- Fig.6.3.6 示す．Table 6.3.5 に示すように，Case 1 の場
合は市場全体で獲得できる利益は 3.93×1011($)，Case 2 の場合は 4.61×1011($)となり Case 2
の方が獲得できる利益は大きくなる．また，Fig.6.3.4- Fig.6.3.5 に示すように，Case 1 の場合
は実績値とほぼ同じタイミングで能力拡張を開始し急激に建造能力を拡張することで，発
注量を増加させていることが分かる．一方 Case 2 の場合は，建造能力の拡張を緩やかにす
ることで船価を高い水準に維持していることが分かる．しかし，その影響により，2007 年
-2015 年は手持工事量が多い状況が続く影響により，発注量の減少が発生する． 
 Fig.6.3.6 に獲得できる利益の推移を示す．この図に示すように，実績値と Case１は，同
様の傾向を取っていることが分かる．しかしそのため，2012 年以降は発注量の減少，船価
の下落の影響により造船市場は赤字となっている．一方 Case 2 の場合，実績値，Case 1 と
比べ大きな利益を獲得する年はないものの，安定的に利益を獲得できている．つまり，2002 
 

















































year year  













Fig.6.3.6 シミュレーション結果の比較(1) (市場全体の利益) 
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                                 81033.8 tProfit                        (6-18) 
 
  2002 年の状態を初期状態とし，2002 年 1 月-2013 年 9 月までの最適化シミュレーション
を実行した．シミュレーション条件は，上述の(1) 過去シミュレーションによる知見の獲得
と同様である． 
 最適化結果を Table 6.3.6，Fig.6.3.7- Fig.6.3.9 示す．この結果に示すように，利益の制約条
件((6-18)式)を設けた場合(Case 3)，3.31×1011となり，制約条件を設けない Case 1 よりも利
益は低下する．発注量の傾向，利益の傾向に関しては Case 3 は Case 2 とほぼ同様の傾向を 
 
































































Fig.6.3.9 シミュレーション結果の比較(2) (市場全体の利益) 
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取っているものの，獲得できる利益は 2002 年-2013 年の範囲では，Case 3 の方が大きいこ
とが分かる．これは，Case 3 の場合は，2011 年頃から建造容量を拡張することで，船価が
高い状況を維持しながら，制約を満足する最低限の発注量を確保しているためであると考
えられる．また，Case 2 の場合は手持工事量の過剰による発注量の減少により，度々発注量
が 0 となる月が発生している．しかし，Case 3 の場合は，利益の制約条件の影響により，発
注量が 0 となるような月が発生しない．このように建造容量タイミングを変更することで，
2005 年-2006 年，2010 年－2013 年で Case 2 よりもより多くの利益を確保する(Fig.6.3.9)． 




レーション期間は 2012 年 7 月-2030 年 1 月とした．以下にシミュレーション条件を示す． 
Case 1 は 2012 年時点の最大 5 割減少（建造能力≧5.70×106(DWT)），Case 2 は 6 割減少（建造
能力≧4.56×106(DWT) ）という条件で最適化を行った． 
 
 入力値：2012 /7 -2030/1 
(1) 世界 GDP (2012 年-2015 年：実績データ) 
         (2016 年-2030 年：GDP 成長率 3.5%と仮定) 
(2) 貨物輸送距離(2012 年-2030 年：一定) 
 初期値：2012 /1  
(1) 船腹量: 6.68×108     (DWT) 
(2) 手持工事量: 1.72×108     (DWT) 
(3) 建造容量: 9.70×106     (DWT) 
(4) 建造中の船腹量：5.57×107    (DWT) 
 
 最適化結果を Table 6.3.7，Fig.6.3.10- Fig.6.3.12 示す．この表に示すように建造能力が維持
した場合，船舶の建造能力が過剰な影響により造船市場は赤字となり，そのため多くの造
船所が倒産するという結果となった．Fig.6.3.10 に示すように，船価は 2016 年以降，90(index)
となり，船価が低い状態が続くことが分かる．また Table 6.3.7 に示すように，Case 1 の場合
は市場全体で獲得できる利益は 6.35×1010 ($)，Case 2 の場合は 8.89×1010 ($)となり Case 2 の
方が獲得できる利益は大きい．つまり，建造容量を減らせば減らすほど獲得できる利益は
増加すると考えられる．また Fig.6.3.12 より，建造容量の減少が進んだ場合は 2017 年頃ま
で赤字となり船舶を建造しても利益を確保できない．しかし，2018 年頃に黒字化，それ以
降は赤字にならないように推移する．以上より，建造能力の縮小が進んだ場合，バルクキ
ャリア市場の回復は 2018 年頃と予測される． 


























2012 2016 2020 2024 2028



























Fig. 6.3.12 将来シミュレーション結果の比較 (市場全体の利益) 
 







6.4.1 上位問題の定式化  
      (施策による造船市場の活性化戦略) 
 ①船舶の強制廃船戦略，②新規設備の導入による船舶の利用停止戦略，③速度低減によ
る環境負荷の低減戦略の入力値（前提条件），設計変数，制約条件，目的関数を以下に示す．
式の各種記号，添え字に関しては Table 6.4.1 に整理する． 
 
入力値（前提条件）： 




ョン開始時の 40%を上限値とする．  
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t svCCp ≧                             (6-23) 
 
③速度低減による環境負荷の低減戦略 
1 ヶ月あたりの最大の速度減少量は最大 2%とする((6-24)式)． 
 







                          
t j
j






                          
t j
j






                             
t
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)(                 (6-28)    
                                        
Table 6.4.1 式の添え字 (施策による造船市場の活性化戦略) 
記号 説明 記号 説明
[添字等] [制約条件]
t シミュレーション内部時間　 C t
j 各月のサイズ毎の竣工量 (DWT)




[設計変数] Profit 造船市場全体の利益 ($)
Fs =[fs t
j ] 強制廃船戦略の設計案 [目的関数]
SV =[sv t
j ] 船舶の利用停止戦略の設計案 mFS 強制廃船量　(DWT)
Sr =[sr t ] 速度低減戦略の設計案 mSV 船舶利用停止量　(DWT)
fs t
j 各月のサイズ毎の強制廃船量 (DWT) mSr 船舶速度低減量　(-)
sv t
j 各月のサイズ毎の船舶利用停止量 (DWT) mSt 施策量の合計値　(-)
sr t 各月の船舶速度低減量 (-) V
j シミュレーション開始時の船腹量　(DWT)










(1) 設計案全体の強制廃船量を決定する配列：(1 ビット目) 
強制廃船量の全量を決定する．この配列は[0-20]の数値による表現され，この数値を基
に強制廃船量の全量を決定する．例えば，シミュレーション開始時の船腹量が
1.0×108(DWT)の場合，Fig.6.4.1 の場合，5.0×107(DWT)( 1.0×108 (DWT)×10/20)となる． 
 











(3) 一つの山の詳細パターンを決定する配列（3 ビット目，7 ビット目，11 ビット目） 
この配列では，一つの山の詳細なパターンを決定する．本研究では，Fig.6.4.2(b)に示す
ように，一定(a)，増加(b)，減少(c)の 3 パターンとし，1～3 の整数で表現される． 
 





目の山に 1.4×107(DWT) (4/(3+7+4))の割合で配分されることとなる． 
 
(5) 強制廃船の開始時期を決定する配列（5 ビット目，9 ビット目，13 ビット目），強制廃

































0 10 3020 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 month
２つ目の山のパターン 3つ目の山のパターン
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 1412 13
 
Fig. 6.4.1 設計案の表現(1)  (施策による造船市場の活性化戦略) 
 

















用停止量，船舶の減速量を示す行列( (6-19)式， (6-20)式， (6-21)式)に変換する．また，強
制廃船量，船舶の利用停止量に関してはサイズ別に設計案を作成し (Capesize，Panamax，
Handymax，Handysize の 4 種類)，減速戦略は一つの設計案で表現する． 
 
 施策による造船市場の活性化の場合も SA を用いるため，近傍解の探査が必要となる．
Fig.6.4.1 の配列の場合，Swap，BitChange は建造能力調整戦略と同様である．その他に，
Fig.6.4.3 の操作を用いる．なおブロックの定義は①詳細パターン（3 ビット目，7 ビット目，
11 ビット目），②詳細パターンの廃船量（4 ビット目，8 ビット目，12 ビット目），③④シミ
ュレーションの開始（5 ビット目，9 ビット目，13 ビット目）・終了時（6 ビット目，10 ビ
ット目，14 ビット目）の四つの塊を１ブロックと定義する． 
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b ca10 3 3 60 1107 90 110 4 110 120




bc a10 3 3 60 1107 90 1104 110 120
 







ーションした．なお，最適化パラメータは Table 6.3.4 の値と同様である． 
 
 入力値：2012 /7 -2030 /1  
(1) 世界 GDP (2012-2015 年：実績データ) 
     (2016-2030 年：ＧＤＰ成長率 3.5%と仮定) 
(2) 貨物輸送距離(2012 年-2012 年：一定) 
 初期値：2012 /1  
(1) 船腹量: 6.68×108     (DWT) 
(2) 手持工事量: 1.72×108     (DWT) 
(3) 建造容量: 9.70×106     (DWT) 
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価も 2025 年頃に回復していることが分かる(Table 6.4.2，Fig.6.4.4)．施策の適用量に関して
は 2.94×108 (DWT)となり，これは 2012 年 7 月時点での 44%量の廃船量であり，約半分の船
腹量の廃船(フェーズアウト)が必要となる． 
 船舶の減速戦略を取る場合，2023 年頃から減速を開始し，徐々に減速することによって





 三つの戦略を考慮した場合，強制廃船量は 1.13×108 (DWT)（2012 年時点での 17%を廃船），
減速量は 2012 年時点での 8.0%，船舶の利用停止戦略については 0 DWT となっている．こ
の結果より，施策を複合させた方が廃船量，減速量は小さくできることが分かる．発注量
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Fig. 6.4.6 獲得した設計案 
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                  ここに，Profitt：時間 t における造船市場の全体の利益 
                          Ordert：時間 t における発注量 ($) 
                          Shippricet：時間 t における船価 ($/DWT) 
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                          Constructiont：時間 t における建造コスト ($) 
                          ICt：時間 t における建造能力拡張コスト ($) 
                          SL：市場の赤字期間 (month) 













ば海運市場の予測は可能と考えられ，船舶需要予測用 SD モデルの更なる拡張が期待できる． 



































Fig. 6.5.1 船舶の発注量と海上運賃の推移と関係 
(船舶の発注量と海上運賃の推移(左)，船舶の発注量と海上運賃の関係(右)) 
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(2) SD モデル外部の不確実性である世界 GDP と貨物輸送距離は，二項格子モデル用いて
その不確実性を考慮した．また，1999 年から 2012 年までのシミュレーションを実施
することで，二項格子モデルを用いた効果を検証した． 
(3) SD モデル内部の不確実性は，船舶需要予測モデルを構成する Sub-model のバラつき
を分析し，その結果をモデルに組み込むことでそのバラつきを考慮した．具体的には，
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コロモゴロフ・スミノフ検定，t 検定，グラフの可視化によって Sub-model のバラつ
きを分析した．そして，モンテカルロシミュレーションを用いて，タイムステップ毎
に値を変動させてその不確実性を考慮した． 









































































































様に心より感謝申し上げます。特に，広島大学大学院 工学研究院教授 濱田 邦
裕先生には研究当初からご指導を受け賜りました．先生のご助言，叱咤激励がな
ければ本論文は完成しなかったと思います．心から感謝申し上げます． 



















Fig.1.1.1 世界地域別の船舶受注量の推移 (造船工業会資料 2016年) ...... 2 
Fig.1.1.2 世界地域別の船舶竣工量の推移 (造船工業会資料 2016年) ...... 2 
Fig.1.1.3 船価の推移 (造船工業会資料 2016 年) ..................................... 3 
Fig.1.1.4 造船市場のサイクル (海事産業研究所 研究資料) .................... 4 
 
第２章 海運・造船市場の特徴と既往研究のレビュー 
Fig.2.1.1 海運・造船市場の概要 .............................................................. 8 
Fig.2.2.1 既往研究の需要予測モデルの特徴(1)....................................... 12 
Fig.2.2.2 既往研究の需要予測モデルの特徴(2)....................................... 13 
 
Table 2.2.1 船舶の需要予測に関する既往研究 ........................................ 10 
 
第３章 本研究の基本方針 
Fig.3.4.1 ストック ................................................................................. 21 
Fig.3.4.2 フロー .................................................................................... 21 
Fig.3.4.3 補助変数 ................................................................................. 22 
Fig.3.4.4 因果ループ図 .......................................................................... 22 
Fig.3.4.5 世界モデル(成長の限界) .......................................................... 23 
Fig.3.4.6 SDモデル作成の流れ ............................................................. 25 
 
Table 3.1.1 船舶需要予測モデルへの要求項目 ........................................ 18 
 
第４章 モデル開発 
Fig.4.1.1 世界の海上荷動き量 (経済産業省資料) ................................... 28 
Fig.4.1.2 世界 GDPの月別データへの変換 ............................................ 29 






Fig.4.1.4 貨物輸送距離の月別データへの変換 ....................................... 30 
Fig.4.1.5 本研究の船舶需要予測モデルの概要 ....................................... 32 
Fig.4.2.1 貨物輸送量予測モデルの計算の流れ ....................................... 33 
Fig.4.2.2 世界 GDPと貨物輸送量の関係 ............................................... 33 
Fig.4.2.3 貨物輸送距離の推移 (鉄鉱石，石炭，穀物) ............................ 34 
Fig.4.3.1 発注量予測モデルの概要......................................................... 35 
Fig.4.3.2 発注量予測モデルの計算の流れ .............................................. 35 
Fig.4.3.3 船舶航海距離と発注量の関係 .................................................. 37 
Fig.4.3.4 船価と発注量の関係 ............................................................... 38 
Fig.4.3.5 船価の連続減少値と発注量の補正値の関係 ............................. 39 
Fig.4.3.6 手持工事率と発注量の関係 ..................................................... 39 
Fig.4.3.7 手持工事率と発注量の補正値の関係 ....................................... 40 
Fig.4.4.1 手持工事量と竣工量の関係 ..................................................... 42 
Fig.4.4.2 建造モデル ............................................................................. 43 
Fig.4.4.3 相関分析による建造期間，能力拡張期間の特定 ...................... 45 
Fig.4.5.1 船価予測モデル (本研究の提案モデル) ................................... 47 
Fig.4.5.2 船価予測モデル (長塚らの提案モデル) ................................... 47 
Fig.4.6.1 廃船量と発注量の関係 ............................................................ 48 
Fig.4.6.2 廃船量の算出の流れ ............................................................... 49 
Fig.4.6.3 船舶航海距離と廃船量の関係 .................................................. 49 
Fig.4.6.4 発注量の連続増減値と廃船量の補正値の関係 ......................... 51 
Fig.4.6.5 発注量の連続増減値の時間遅れ .............................................. 51 
Fig.4.7.1 海上荷動き量と発注量の予測結果 (Sub-modelでの検証) ......... 53 
Fig.4.7.2 竣工量，船価，廃船量の予測結果 (Sub-modelでの検証) ......... 53 
Fig.4.7.3 発注量，竣工量の予測結果 (全体modelでの検証) ................. 54 
Fig.4.7.4 船価，廃船量，船腹量の予測結果 (全体modelでの検証) ........ 55 
Fig.4.7.5 発注量，竣工量の予測結果の相関分析 .................................... 55 
Fig.4.7.6 船価，廃船量，船腹量の予測結果の相関分析 ......................... 56 
Fig.4.7.7 発注量，竣工量の予測結果 (実績値の移動平均を考慮) ........... 56 
Fig.4.7.8 船価，廃船量，船腹量の予測結果 (実績値の移動平均を考慮) . 57 
Fig.4.7.9 発注量予測モデルの比較 .................................................................. 58 
Fig.4.7.10 発注量の予測結果の比較 .................................................................. 59 
Fig.4.7.11 世界 GDPの入力値 ........................................................................... 61 
Fig.4.7.12 貨物輸送距離の入力値 ...................................................................... 61 
Fig.4.7.13 発注量の予測結果(1) ......................................................................... 62 






Fig.4.8.1 船舶サイズ別の需要予測の基本方針 ....................................... 64 
Fig.4.8.2 発注量配分モデル ................................................................... 65 
Fig.4.8.3 船舶サイズ別の建造モデル ..................................................... 67 
Fig.4.8.4 建造期間，能力拡張期間の特定 (船舶サイズ別) ..................... 67 
Fig.4.8.5 船舶サイズ別の廃船モデル ..................................................... 68 
Fig.4.8.6 発注量の連続増減値の時間遅れ (相関分析の結果) .................. 69 
Fig.4.8.7 発注量の連続増減値と廃船量の補正値の関係(船舶サイズ別)... 69 
Fig.4.8.8 船舶サイズ別の発注量の予測結果 ........................................... 71 
Fig.4.8.9 船舶サイズ別の竣工量の予測結果 ........................................... 71 
Fig.4.8.10 船舶サイズ別の廃船量の予測結果 ......................................... 72 
Fig.4.8.11 発注量の相関分析 (船舶サイズ別の検証) .............................. 72 
Fig.4.8.12 竣工量の相関分析 (船舶サイズ別の検証) .............................. 73 
Fig.4.8.13 廃船量の相関分析 (船舶サイズ別の検証) .............................. 73 
Fig.4.9.1 将来シミュレーションの結果 (発注量，船舶航海距離，船価) . 75 
Fig.4.9.2 船舶サイズ別の将来シミュレーション結果 ............................. 75 
 
Table 4.1.1 本研究で利用するデータ ..................................................... 31 
Table 4.7.1 Sub-model検証用データ ..................................................... 52 
Table 4.7.2 相関係数が最大となる実績値の移動平均期間 ...................... 56 
Table 4.7.3 パラメータの設定値と入力値 ............................................... 60 
Table 4.8.1 船舶サイズ別の建造モデルの建造期間，能力拡張期間 ......... 68 
Table 4.8.2 発注量の連続増減値の時間遅れ ........................................... 69 
Table 4.8.3 発注量，竣工量，廃船量の相関分析結果 ............................. 74 
 
第５章 不確実性を考慮した船舶の需要予測 
Fig.5.1.1 発注量予測モデルと建造モデルのバラつき ............................. 79 
Fig.5.1.2 発注量・竣工量の予測結果 ..................................................... 79 
Fig.5.1.3 将来シナリオの設定困難性 ..................................................... 80 
Fig.5.3.1 本研究の不確実性の考慮方法 .................................................. 86 
Fig.5.4.1 二項格子モデルの概要 ............................................................ 87 
Fig.5.4.2 二項格子モデルの適用結果 ..................................................... 89 
Fig.5.5.1 SDモデル内部の不確実性の考え方 ........................................ 91 
Fig.5.5.2 貨物輸送量予測モデルの不確実性 ........................................... 93 
Fig.5.5.3 貨物輸送量予測モデルの等分散性 ........................................... 94 






Fig.5.5.5 発注量予測モデルの等分散性 .................................................. 96 
Fig.5.5.6 Sub-modelによる検証 (発注量予測モデル) ............................ 97 
Fig.5.5.7 船価による発注量の補正の不確実性 ....................................... 98 
Fig.5.5.8 等分散性の確認(船価による発注量の補正) .............................. 98 
Fig.5.5.9 建造モデルの不確実性 ............................................................ 99 
Fig.5.5.10 通常期の等分散性 ............................................................... 101 
Fig.5.5.11 フル操業期の等分散性 ........................................................ 101 
Fig.5.5.12 能力拡張期の等分散性 ........................................................ 102 
Fig.5.5.13 船価予測モデルの不確実性 ................................................. 103 
Fig.5.5.14 船価予測モデルの等分散性 ................................................. 104 
Fig.5.5.15 廃船モデルの不確実性 ........................................................ 104 
Fig.5.5.16 廃船モデルの等分散性 ........................................................ 106 
Fig.5.5.17 等分散性の確認 (発注量による廃船量の補正) ..................... 107 
Fig.5.6.1 発注量，竣工量，廃船量，船腹量の予測結果 ............................ 109 
Fig.5.6.2 発注量の予測結果 (船舶サイズ別) ........................................ 110 
Fig.5.6.3 竣工量の予測結果 (船舶サイズ別) ......................................... 111 
Fig.5.6.4 廃船量の予測結果 (船舶サイズ別) ......................................... 111 
Fig.5.6.5 不確実性が発注量の予測結果に与える影響の分析 ................. 113 
Fig.5.6.6 船舶航海距離の比較 ............................................................. 115 
Fig.5.6.7 海上荷動き量の予測結果 ................................................................ 117 
Fig.5.6.8 発注量の予測結果 ............................................................................ 118 
Fig.5.6.9 世界 GDPの推移の比較 (2003年) .............................................. 119 
Fig.5.6.10 貨物輸送距離の入力値 .................................................................. 120 
Fig.5.6.11 発注量の予測結果 (不確実性あり) ...................................... 120 
Fig.5.6.12 発注量の予測結果 (不確実性なし) ...................................... 120 
Fig.5.6.13 発注量のバラつき (2007年 1月時点) ................................. 121 
Fig.5.6.14 将来シミュレーションの結果 .............................................. 122 
 
Table 5.2.1 既往研究のレビュー ............................................................ 82 
Table 5.4.1 二項格子モデルの入力パラメータ ........................................ 89 
Table 5.5.1 バラつきの選択方法 ............................................................ 92 
Table 5.5.2 貨物輸送量予測モデルの不確実性の解析結果 ...................... 93 
Table 5.5.3 発注量予測モデルの不確実性の解析結果(1) ......................... 95 
Table 5.5.4 発注量予測モデルの不確実性の解析結果(2) ......................... 96 
Table 5.5.5 不確実性の解析結果 (船価による発注量の補正) .................. 98 






Table 5.5.7 建造モデルの不確実性の解析結果(2) ................................. 100 
Table 5.5.8 船価予測モデルの不確実性の解析結果(1) ........................... 103 
Table 5.5.9 船価予測モデルの不確実性の解析結果(2) ........................... 103 
Table 5.5.10 廃船モデルの不確実性の解析結果(1) ................................ 105 
Table 5.5.11 廃船モデルの不確実性の解析結果(2) ................................ 105 
Table 5.5.12 不確実性の解析結果 (発注量による廃船量の補正) ........... 107 
Table 5.6.1 実績値が中央値±1σに収まる確率 (全量) ......................... 109 
Table 5.6.2 不確実性の伝搬の分析 ....................................................... 110 
Table 5.6.3 実績値が中央値±1σに収まる確率 (船舶サイズ別) ........... 112 
Table 5.6.4 SDモデル内部の不確実性の影響 ....................................... 114 
Table 5.6.5 パラメータの設定値と入力値 (1999) ................................. 115 
Table 5.6.6 パラメータの設定値と入力値 (2003) ................................. 116 
Table 5.6.7 パラメータの設定値と入力値 (2004) ................................. 116 
Table 5.6.8 パラメータの設定値と入力値 (2005) ................................. 116 
Table 5.6.9 パラメータの設定値と入力値 (2003，2004，2005) ........... 119 




Fig.6.1.1 国土交通省の船舶需要予測手法 .............................................. 126 
Fig.6.2.1 原油タンカーの廃船量の推移 ................................................. 127 
Fig.6.2.2 本研究の船価予測モデル ........................................................ 129 
Fig.6.2.3 船価と発注量の関係 ................................................................ 130 
Fig.6.2.4 二段階最適化問題としてのモデル化 ....................................... 132 
Fig.6.2.5 建造モデル (船舶の建造能力調整戦略を考慮する場合) ......... 133 
Fig.6.2.6 船舶の減速が船舶需要予測用 SDモデルに与える影響 .......... 135 
Fig.6.2.7 SAの最適解の探査イメージ ................................................... 136 
Fig.6.2.8 SAのアルゴリズム ................................................................. 137 
Fig.6.3.1 船価の平均値の算出 ................................................................ 141 
Fig.6.3.2 設計案の表現 (建造能力調整戦略) .......................................... 142 
Fig.6.3.3 近傍解の探査 (建造能力調整戦略) .......................................... 143 
Fig.6.3.4 シミュレーション結果(1) (発注量) .......................................... 145 
Fig.6.3.5 シミュレーション結果(1) (建造容量，船価) ........................... 145 
Fig.6.3.6 シミュレーション結果(1) (市場全体の利益) ........................... 145 






Fig.6.3.8 シミュレーション結果(2) (建造容量，船価) ........................... 147 
Fig.6.3.9 シミュレーション結果(2) (市場全体の利益) ........................... 147 
Fig.6.3.10 将来シミュレーションの結果 (発注量)................................. 149 
Fig.6.3.11 将来シミュレーションの結果 (建造容量，船価) .................. 149 
Fig.6.3.12 将来シミュレーションの結果 (市場全体の利益) .................. 150 
Fig.6.4.1 設計案の表現(1) (施策による造船市場の活性化戦略) ............. 154 
Fig.6.4.2 設計案の表現(2) (施策による造船市場の活性化戦略) ............. 155 
Fig.6.4.3 近傍解の探査 (施策による造船市場の活性化戦略) ................. 156 
Fig.6.4.4 将来シミュレーションの結果 (発注量，船価) ........................ 158 
Fig.6.4.5 将来シミュレーションの結果 (市場全体の利益) .................... 158 
Fig.6.4.6 獲得した設計案 ....................................................................... 158 
Fig.6.5.1 船舶の発注量と海上運賃の推移と関係 ................................... 160 
Fig.6.5.2 海運市場への影響を考慮したモデル化 ................................... 161 
 
Table 6.2.1 IMOで採択された条約(一部) ............................................ 128 
Table 6.2.2 最適計画の立案に関する既往研究 ...................................... 131 
Table 6.3.1 式の添え字 (建造能力調整戦略)......................................... 139 
Table 6.3.2 1ヶ月あたりの最大の建造能力拡張量 ............................... 139 
Table 6.3.3 コスト算出に用いる船舶の代表サイズ ............................... 141 
Table 6.3.4 SAの最適化パラメータ ..................................................... 144 
Table 6.3.5 建造能力の最適化結果(1) (過去シミュレーション) ............. 144 
Table 6.3.6 建造能力の最適化結果(2) (過去シミュレーション) ............. 146 
Table 6.3.7  建造能力の最適化結果 (将来シミュレーション) ................ 149 
Table 6.4.1 式の添え字 (施策による造船市場の活性化戦略) ................ 153 
Table 6.4.2 最適化結果 (施策による造船市場の活性化戦略) ................ 157 
